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商事法の電子化に関する研究会資料 １ 

 

船荷証券の電子化についての主な検討事項 

 

第１ 主な検討事項 

 １ 船荷証券の現状の確認 

○ 船荷証券が発行される国際海上運送フローの整理 

→ 別紙１ 

・ 各関係者が船荷証券をどのように利用しているのか。 

・ 船荷証券に記載される情報はどのように集められ，どのように船荷証券

が発行されるのか。 

・ ほかに想定される場面（運送品の転売など）はあるか。 

 

○ 船荷証券の利用状況 

→ 平成２２年に行われた調査研究では，各運送書類の利用状況は，船荷証

券３７.９％，海上運送状４１．９％，サレンダーＢ／Ｌ（注）２０．２％

であった。 

（注）サレンダーＢ／Ｌ（元地回収船荷証券） 

元地回収船荷証券（サレンダーＢ／Ｌ）とは，近時の実務においてみられる

取扱いであるが，運送人が船積地で荷送人に船荷証券を交付した後，直ちにこ

れを回収し，「回収済み（Surrendered）」の旨を記載した上で，荷送人にファク

シミリ送信等をするものであり，その転送を受ける荷受人は，船荷証券と引換

えでなく，運送品の引渡しを請求することができる。 

・ 更なる調査が必要か。必要であるとすれば，どのような調査をするのが

よいか。 

 

〇 船荷証券に関する国際条約の存在 

→ ①ハーグ・ルール，②ハーグ・ウィスビー・ルール（注），③ハンブル

ク・ルールの存在 

（注）我が国の商法は，②ハーグ・ウィスビー・ルールを国内法化したもの。 

→ 別紙２ 

・ 条約との関係で，船荷証券そのものを電子化することは許されるか。 

（参考）手形法はジュネーブ統一手形条約に基づいて制定されたものであるところ，

手形の無券面化は同条約を破棄しない限り困難との整理に基づき，電子記録債

権法が制定されている。 
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２ 準拠法の問題 

○ 船荷証券の物権的効力の準拠法に関する考え方の整理 

→ 別紙３ 

・ 船荷証券が発行される国際海上運送をめぐる法律関係を検討するに当た

り，ほかに検討すべき単位法律関係はあるか。 

 

○ 船荷証券の電子化との関係で整理すべき問題点 

・ 船荷証券が発行される国際海上運送をめぐる法律関係に係る準拠法に関

する考え方につき，船荷証券が電子化された場合にどのような影響がある

か。 

・ 日本法が準拠法として適用されるのは，どのような場面か。 

 

３ 船荷証券の電子化に関する国際動向等 

〇 サービス提供業者による規約に基づく船荷証券記載情報の電子的取扱い 

→ 別紙４ 

 

〇 諸外国（主要海運国）における立法の動き 

→ 別紙５ 

・ 更なる調査が必要か。必要であるとすれば，どのような調査をするのが

よいか。 

 

〇 国際動向 

① ロッテルダム・ルールズ（８条，９条，１０条） 

② ＵＮＣＩＴＲＡＬ ＭＬＥＴＲ 

➢ ＩＣＣ，ＷＴＯ等による調査研究 

⇒ Ex.機能的同等性：単一性，支配可能性(信頼性)，完全性(信頼性) 

→ 別紙６ 

→ 別紙７ 

 

４ 船荷証券を電子化する場合についての制度設計の具体的内容 

〇 電子記録債権法（注）に倣った制度とする方法 

（注）電子記録債権法 

磁気ディスク等をもって電子債権記録機関が作成する記録原簿への電子記録

を債権の発生，譲渡等の効力要件とする電子記録債権について規定するととも

に，電子債権記録機関に対する監督等について必要な事項を定めるもの。 

〇 ロッテルダム・ルールズやＵＮＣＩＴＲＡＬ ＭＬＥＴＲに倣った制度と

する方法 

・ 認証機関を設けるべきか。 
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第２ 今後の進行について 

１ 船荷証券の現状の確認 

〇 船荷証券が発行される国際海上運送フローのブラッシュアップ 

 

○ 船荷証券の利用状況の調査 

 

２ 準拠法の問題 

・ 国際私法の研究者からのヒアリング等を行ってはどうか。 

 

３ 国際動向の調査 

 

４ 日本法で電子船荷証券を法制化した場合にどのように利用されることになる

か。 

・ 想定される具体的な事例を挙げて議論してはどうか。 

 

５ 具体的な制度設計の更なる検討 

 


